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現行計画に掲げた取組目標の達成状況
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資料２



建設産業における女性活躍・定着に係る経緯
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平成26年4月

平成26年8月

平成30年

令和元年7月～

目標の設定と共有

女性技術者・技能者を5年で倍増させることを目標とした。国交大臣と業界団体トップの会
談において共有し、行動計画の策定を確認した。

「もっと女性が活躍できる建設業行動計画（5年計画）」策定

建設業の国内人材育成・確保策の柱の一つに女性の担い手確保を位置付け、建設業への女性
技術者・技能者の入職促進と就労継続に向けた環境整備を官民一丸となって進めることを目
的に策定した。

建設産業女性活躍推進ネットワーク立ち上げ

職種ごと、地域ごとに存在する女性ネットワークの相互交流や情報交換、連携等の活性化を
促す目的で立ち上げた。

「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画～働き続けられる建設産業を目指して（5年計
画）」策定

当初計画改定のため、建設産業女性活躍推進ネットワーク幹事長を委員長とする計画策定委
員会を設置した。

全10ブロックでの意見聴取会と、建設5団体を除く業界団体・地方自治体を対象としたアン
ケート調査を実施した。

「働き続けられるための環境整備を進める」「女性に選ばれる建設産業を目指す」「建設産
業で働く女性を応援する取組を全国に根付かせる」という3つの柱と対応する取組目標・進
めるべき取組を整理した。

策定した行動計画を国交大臣に手交
令和2年1月
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現行計画の取組目標
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計画の柱 指標 目標

女性の定着促進に向けた
建設産業行動計画

女性に選ばれる建設産業を目指す 入職者に占める女性の割合 前年度比増加

働きつづけられるための環境整備
を進める

女性の入職者数に対する
離職者数の割合

前年度比減少

建設産業で働く女性を応援する取
組を全国に根付かせる

1.計画内容の認知度
2.「建設産業女性定着支援

ネットワーク」加入率

1.令和6年までに100%
2.令和6年までに都道府県単位
の全団体の加入

11

22

33
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出典：厚生労働省「雇用動向調査」を基に国土交通省作成

*1:最新情報が令和５年前期までのため年間比較できる令和４年までを掲載。数値は小数点第2位切り捨て。

計画に掲げた取組目標の達成状況－①入職者に占める女性の割合

• 入職者に占める女性の割合については、建設業としては増加傾向にあり、令和２年以降は毎年度対前年比で増
加している。

• 一方、産業別でみると、建設業は全産業平均と比べても未だ低い状況が続いている。
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出典：厚生労働省「雇用動向調査」を基に国土交通省作成

*1:最新情報が令和５年前期までのため年間比較できる令和４年までを掲載

• 建設業における女性の入職者数は緩やかに増加傾向にあるものの、離職者についても同様に増加傾向にあり、
目標である「女性の入職者に対する離職者の割合」についても近年上昇している。

• 離職者数の増加は建設業男女共通の傾向。

入離職者数と入職者に対する離職者の割合の推移

計画に掲げた取組目標の達成状況－②女性の入職者に対する離職者の割合



計画に掲げた取組目標の達成状況－③計画内容の認知度
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• 建設産業女性定着促進アンケート調査結果（令和５年10月）による計画の認知度は、直近値で21.6％。
• 現行計画策定時の2020年度（令和２年度）から大きく変わっていない。

出典：令和５年１０月 建設産業女性定着促進アンケート調査結果（国土交通省）



計画に掲げた取組目標の達成状況－③ 「建設産業女性定着支援ネットワーク」加入率
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地方 都道府県 加入数

北海道地方 北海道 0

東北地方

青森県 1

岩手県 1

宮城県 1

秋田県 1

山形県 0

福島県 1

北関東・
甲信地方

茨城県 1

栃木県 0

群馬県 0

山梨県 1

長野県 1

南関東地方

埼玉県 1

千葉県 0

東京都 2

神奈川県 1

地方 都道府県 加入数

北陸地方

新潟県 2

石川県 1

富山県 0

福井県 0

東海地方

岐阜県 1

静岡県 1

愛知県 0

三重県 １

近畿地方

滋賀県 1

京都府 1

大阪府 2

兵庫県 0

奈良県 0

和歌山県 1

地方 都道府県 加入数

中国地方

鳥取県 1

島根県 1

岡山県 0

広島県 0

山口県 1

四国地方

徳島県 2

香川県 0

愛媛県 0

高知県 1

九州地方

福岡県 2

佐賀県 0

長崎県 1

熊本県 1

大分県 1

宮崎県 0

鹿児島県 0

沖縄地方 沖縄県 1

出典：女性NWからのデータを基に国土交通省作成

• ネットワークへの加入団体数は令和元年度比で増えているが、30の都府県（都道府県加入率：64％）での活
動にとどまっている。
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（参考）建設業における女性就業者及び技術者・技能者数の推移

• 直近３か年において、女性技術者・技能者数は堅調に増加している。
• 令和５年においては、建設業に従事する女性職員88万人のうち、女性技能者は1３万人（14.8％）、女性技術者は
3万（3.4％）となっており、建設業全体の技能者割合（65％）、技術者割合（7.9％）の割合に比べ極めて低くと
どまっている。

女性の建設業就業者数（うち技術者数・技能者数）の推移 建設業全体の就業者数（うち技術者数・技能者数）の推移
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出典：総務省「労働力調査」、日本建設業連合会「建設業デジタルハンドブック」を基に国土交通省が作成

集計項目 〇管理職：産業、職業別就業者数の職業番号2 管理的職業従事者 〇技術職：職業番号3 専門的・技術的職業従事者
〇技能職：職業番号24 生産工程、32輸送機械運転、33建設採掘、37その他の運搬清掃包装等従事者
〇事務職：職業番号8 一般事務・会計事務・その他の事務従事者 〇営業職：職業番号12 商品販売・販売類似職業従事者・営業職業従事者

14.8％

3.4％

65％

7.9％

（万人） （万人）

（年） （年）


